
 

1 

 

宮代町ホームヘルプサービス手数料条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に

基づき、ホームヘルプサービスに係る手数料に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この条例において「ホームヘルプサービス」とは、ホームヘルパーが次の

各号のいずれかに該当する者に対して日常生活上の世話を行った場合の業務をい

う。 

（１）厚生労働省の厚生労働科学研究難治性疾患克服研究事業（平成２１年３月２

７日付け健疾発第０３２７００１号厚生労働省健康局疾病対策課長通知）の対

象疾患患者及び関節リウマチ患者で、在宅で療養が可能な程度に病状が安定し

ていると医師によって判断された者のうち、老人福祉法（昭和３８年法律第１

３３号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）又は障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）の施策

の対象とならないもの 

（２）産褥期又は傷病等の理由により、自宅療養中で日常生活を営むのに支障があ

る者で乳幼児を抱えるもの 

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が認める者 

（手数料の納付） 

第３条 手数料は、ホームヘルプサービスの申請を行った者が納付するものとする。 

（手数料の額） 

第４条 手数料の額は、ホームヘルプサービスの対象者の属する世帯の区分に応じ

て別表に定める額とする。 

（手数料の減免） 

第５条 町長は、特に必要があると認めるときは、手数料を減額し、又は免除する

ことができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第６号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第２４号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第３３号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の宮代町ホームヘルプサービス手数料

条例の規定は、平成１２年４月１日から適用する。 
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附 則（平成１８年条例第２２号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成２０年７月１日から適用する。ただし、

第４条及び別表第１Aの項の改正規定は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年条例第１７号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の宮代町ホームヘルプサービス手数料

条例の規定は、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年条例第１１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年条例第９号） 

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年条例第６号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

対象者の属する世帯の区分 手数料の額 

（１時間当たり） 

A 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律の規定による支援給付受給世帯 

０円 

B 生計中心者の前年所得税が非課税の世帯 ０円 

C 生計中心者の前年所得税が年額５，０００円以下の世帯 ２５０円 

D 生計中心者の前年所得税が年額５，００１円以上 

１５，０００円以下の世帯 

４００円 

E 生計中心者の前年所得税が年額１５，００１円以上 

４０，０００円以下の世帯 

６５０円 

F 生計中心者の前年所得税が年額４０，００１円以上 

７０，０００円以下の世帯 

８５０円 

G 生計中心者の前年所得税が年額７０，００１円以上の世帯 ９５０円 

備考 

１ 単給世帯とは、生活保護法第１１条第１項各号に規定する扶助のいずれか

を受けている世帯をいう。 

２ 生計中心者とは、ホームヘルプサービスの対象者が属する世帯を事実上主

宰し、生計維持の中軸となるものをいう。 


